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住民税を年金から天引きするための市税条例改正 ● ● ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
後期高齢者医療制度の中止・撤回を求める請願 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 
後期高齢者医療制度の廃止を求め、課題に対する施策を求める意見書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ― ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 
後期高齢者医療制度「長寿医療制度」の改善を求める意見書 ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
年金から住民税天引きの撤回を求める意見書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 
地デジ放送の受信対策と経済弱者に支援策を求める意見書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
生活保護の通院移送費打ち切り・制限強化の撤回を求める意見書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 
地方分権改革推進委員会の「地方支分部局の見直しに関する意見書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
子宮頸がん予防ワクチンに関する意見書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
携帯電話リサイクルの推進を求める意見書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
その他、全会派・全議員が賛成した７案件 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

議 
 
 

長 
 

共＝日本共産党市議団（２名）、市＝市民ねっと（３名）、ネ＝ネットワーク野洲（民主党・連合系２名）、公＝公明党（２名）、豊＝豊政会（保守系自民党１５名） 

 年金から住民税を天引きするための市税条例改正が提案さ

れました。自主納税の原則に反し、わずかな年金から強制天引

きすることは許されません。この改正案は、豊政会・公明党の

賛成で可決されました。 

共産党市議団は、「年金から住民税天引き撤回」「生活保護の

通院移送費打ち切り・制限強化撤回」「地デジ放送の受信対策

と経済弱者に支援策」を求める意見書を提案しました。その内、

地デジ放送の受信対策と経済弱者への支援策」を求めた意見書

は、賛成多数で採択されました。 

 

６月定例市議会は、１９日まで開催されました。日本共産党市議

団（小菅六雄・野並享子市議）は、議案質疑や意見書提出で平和と

暮らしの要求実現へがんばりました。 

市民の命と健康を守る医療制度の実現へ、

共産党議員団とネットワーク野洲議員団の

共同提案で、「後期高齢者医療制度の廃止を

求める意見書」を提案しました。しかし、豊

政会と公明党議員団が反対、不採択となりま

した。豊政会は、「後期高齢者医療制度の改

善を求める意見書」を提出。自民・公明の主

張する小手先の「改善」案なるものは、高齢

者への差別医療の根幹を見直すものではあ

りません。 
日本共産党は、引き続き、市民のみなさん

と運動をすすめ廃止をめざします。 


